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２　計画期間及び報告対象年度

～

３　公表方法等

印刷物の閲覧
（閲覧場所・時間等）

ホームページ

その他

http://www.chuden.co.jp/kankyo/teitanso/ond_taisaku.html

平成２９ 報告対象年度 平成２９

中部電力株式会社

主たる事業の
概要

電気事業およびその付帯事業
ガス供給事業、蓄熱受託事業
ＩＴ事業　　など

主たる事務所
の所在地

千kWh

計画期間 平成３１

勝野　哲

 条例施行規則第15条第2項に該当する小売電気事業者

氏名又は名称

年度 年度

千kWh
電力供給量
（長野県）

121,431,346

年度

電力供給量
（総量）

代表者名

エネルギー供給温暖化対策計画書　兼　実施状況等報告書

氏名
代表取締役社長
社長執行役員

非開示

〒４６１－８６８０　愛知県名古屋市東区東新町１番地

事業者の区分
 その他の事業者

役職名

http://www.chuden.co.jp/kankyo/teitanso/ond_taisaku.html
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４　エネルギーの供給に係る地球温暖化対策のための基本方針

５　エネルギー供給温暖化対策計画の推進に係る体制

中部電力グループ環境基本方針
　中部電力グループCSR宣言に基づき、環境保全に関する基本方針を以下のとおり定める。
　エネルギー産業に携わるものとして、環境経営を的確に実践するとともに、社員一人ひとりが自
ら律して行動し、地球環境の保全に努め、持続可能な社会の発展に貢献します。
　１　低炭素社会の実現をめざします
　　　○安全の確保と地域の皆さまの信頼を最優先に原子力発電を活用するとともに、再生可能
　　　　エネルギーの利用を推進します
　　　○資源・エネルギーの効率的な利用を推進します
　２　自然との共生に努めます
　　　○多様な生物の生態系に配慮し事業活動を行います
　３　循環型社会の実現をめざします
　　　○３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を推進し環境への負荷を低減します
　４　地域や世界との連携を強化します
　　　○環境に配慮した行動が自発的にできる人材を育成し、社会に貢献します
　　　○環境とエネルギーに関するコミュニケーションを深め、環境意識の向上に努めます
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６　供給するエネルギーの製造等に伴い排出される二酸化炭素の抑制に関する目標等

0.000485

28 年度 0.000480

年度

0.000476

0.000472

29 年度 57,853

年度

年度

目 標 年 度

排出係数等の
増減理由

実排出係数

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

排出係数等の
増減理由

第三年度
t-CO2/kWh

実排出係数

実排出係数

第二年度
t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

基礎排出係数（旧実排出係数）は、前年度から0.000009t-
co2/kWh減少しました。高効率火力機の開発や再生可能エネル
ギーの導入拡大などの結果、年々減少しています。

実排出係数

目標排出係数

目標削減率

　新電力も含めた電力業界全体の温室効果ガス排出抑制の自主的枠組
み・目標は公表されていますが、当社単独の目標については、原子力
の再稼働の見通しが立たないこと等から、お示しすることが困難な状
況です。
　当社では、安全の確保と地域の信頼を最優先に原子力発電の活用に
取り組むこと、高効率火力機や再生可能エネルギーの開発など、総合
的な取り組みを続けることで、地球温暖化対策に取り組んでまいりま
す。

排出係数等の
増減理由

目標設定に
関する説明

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

調整後排出係数

調整後排出係数

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

t-CO2/kWh

第一年度
t-CO2/kWh

調整後排出係数

調整後排出係数 t-CO2/kWh

千t-CO2

％

エネルギーの製造等に
伴い排出されたCO2量

千t-CO2

千t-CO2

t-CO2/kWh
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７　上記６の目標を達成するための措置

８　調達する電気の電源構成に関する見通しと実績

24 ％ 0 ％ 0 ％

61 ％ 8 ％ 0 ％

％ ％ ％

％ ％ ％

24 ％ 0 ％ 0 ％

57 ％ 8 ％ 3 ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※3 「卸電力取引所」とは、電力の卸取引を行う取引所であって、電気事業法第97条第１項に規定される指定を受けた
　　卸電力取引所を指す。

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

卸電力取引所※3

石油火力

※2 「FIT電気」とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく認定施設から買い
　　取られた電気で、その調達費用の一部が全電気利用者が負担する賦課金により賄われている電気を指す。

※1 「最終年度における見通し」欄には、基準年度時点における事業者の電気の調達計画等の見通しに基づき、特定期
　　間の最終年度を算定期間とする電源構成の概算の見込み割合を記載する。

年度 ％％

LNG火力

備考

石炭火力

年度 FIT電気
※2 その他（　　　）

その他（　　　）

最終年度
における

見通し※1

卸電力取引所※3

原子力

石油火力 ％

LNG火力 水力

石油火力

石炭火力

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

％

基準年度

年度

2017

2016 年度

％ FIT電気※2

原子力

％

6

石炭火力 原子力

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

水力

その他（　　　）年度 ％

％

％2 0

第二年度

第三年度

％

FIT電気
※2 その他（　　　）

％FIT電気
※2

水力

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

調達する電気の電源構成の割合（Ｗ･ｈ比）

LNG火力 水力

0

再生可能エネルギー源
（水力及びFIT電気を除く）

％

卸電力取引所※3

石炭火力

区分

卸電力取引所※3

石油火力

FIT電気※2 その他（　　　）

卸電力取引所※3

石油火力

第一年度

原子力

原子力

％

％

LNG火力 水力

LNG火力

1

石炭火力

5％
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９の１　再生可能エネルギー源により発電された電気の調達量に関する見通しと実績

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

太陽光 千kWh 千kWh

風力 千kWh 千kWh

水力 千kWh 千kWh

バイオマス 千kWh 千kWh

その他
(　　　  )

千kWh 千kWh

区分

千kWh

年度

年度

18,125,000

最終年度
における
見通し

年度

第三年度

年度

第一年度

2017 年度

第二年度

千kWh 千kWh

千kWh

18,980,000 千kWh 千kWh

千kWh

種類別調達量
再生可能エネルギー
電気(FIT電気を除

く)

電源

調達量

備考

・県内分調達量及び種類別調達量については競争上の理由等により非公表

2016

千kWh

県内分

再生可能エネルギー源の種類（内訳）

FIT電気

千kWh

基準年度

千kWh
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９の２　再生可能エネルギーの普及・供給拡大に関する取組

１０　エネルギーの供給に係る温室効果ガス排出抑制の研究と取組

１１　需要家の省エネルギー対策の推進に関する取組

○再生可能エネルギーは、低炭素であるとともに、エネルギー自給率の低いわが国にとって貴重な国産エネルギー
です。
○当社グループは、引き続き、再生可能エネルギーの普及拡大に向けて、コストダウンに努めつつ、他事業者との
連携も視野に入れて積極的に開発を行っていきます。
○主な開発件名は以下の通りです。
　・黒川平（くろかわだいら）水力発電所の開発　（  170kW、2021年度　運転開始予定）
  ・清内路（せいないじ）　　水力発電所の開発　（5,600kW、2022年度  運転開始予定）
  ・安倍川（あべかわ）　　　水力発電所の開発　（7,100kW、2022年度  運転開始予定）
○再生可能エネルギーの導入拡大への対応として、以下を行います。
・再生可能エネルギー（分散型電源）の出力変動に対し、出力予測の精度向上を図りつつ、ＩｏＴ等を活用した配
電系統の最適運用を行います。その上で、基幹系統の大規模電源と組み合わせ、中部エリア全体の安定供給を図り
ます。
・再生可能エネルギーの導入拡大による電力系統のさまざまな課題に活用するため、トヨタ自動車と協働し、電動
車用電池をリユースした大容量蓄電池システムの構築に向けた実証を新たに開始します。
・当社は、再生可能エネルギーをはじめとしたより多くの電源を送電線に接続できるよう、発電機の運転にあわせ
て電気の流れを想定（想定潮流）したうえで、故障した場合に備えて緊急時に空けている容量を活用する取組み
（N-1電制）を始めています。今後、さらなる有効活用として、空き容量があるときに送電線を利用する取組み
（ノンファーム型接続）の検討を進めていきます。
なお、再生可能エネルギーの導入拡大への対応の詳細につきましては、当社資料「2018年度 経営課題への取り組
み」をご参照ください。
http://www.chuden.co.jp/resource/corporate/management_keiei2018_all.pdf

区分 実施内容

高 効 率 機 器 の
普 及 促 進

○電気式ヒートポンプを活用した高効率機器の普及拡大

家 庭 ･ 事 業 者 の
省 エ ネ ル ギ ー
対 策 へ の 協 力

○エコキュートなど高効率機器の普及拡大

○太陽光発電の出力予測や蓄電システムによる太陽光発電の大量導入時における系統安定化
対策に関する研究を実施
○スマートハウスに関する実証研究等を実施

※ 需要家に対して節電や省エネを誘導する料金体系を導入している場合は、「その他」に記載する。

そ の 他
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１２の１　地域との連携に関する取組の実施状況

１２の２　その他、温暖化対策に関する取組の実施状況

第 三 年 度 実 績

区分

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 内 容

○出前教室、施設見学会
○大学との連携授業、環境エネルギー塾の開催

第 一 年 度 実 績
○出前教室３６８回、施設見学会４７９回
○大学との連携授業、環境エネルギー塾の開催

第 二 年 度 実 績

第 三 年 度 実 績

実施内容

基 準 年 度 ま で に
実 施 し た 対 策 ○次世代自動車３４６台導入

第 一 年 度 実 績 ○次世代自動車１台導入

第 二 年 度 実 績
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１３　自由記載欄


